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南空知公衆衛生組合地域循環型社会形成推進地域計画 

 

長沼町 

南幌町 

由仁町           

南空知公衆衛生組合 

令和元年 11 月 15 日 

 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構成市町村 ：  長沼町、南幌町、由仁町、南空知公衆衛生組合 （豪雪、過疎地域） 

面   積   ：  383.62k ㎡    

人   口   ：    23,678 人   （平成 30 年 9 月 30 日現在） 

 

 

 

 

 

 

図 1 空知総合振興局管内位置図 

表 1 人口及び面積内訳 

南幌町

⻑沼町

由仁町

南空知公衆衛⽣組合

長沼町 南幌町 由仁町 合計
面積（ｋ㎡） 168.52 81.36 133.74 383.62
人口（人） 10,906 7,587 5,185 23,678
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（２）計画期間 

本計画は、令和 2 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す。 

 

（３）基本的な方向 

南空知公衆衛生組合地域は、南空知公衆衛生組合（以下「本組合」という。）を構成している長沼町・

南幌町・由仁町からなる、総面積 383.62Ｋ㎡の地域である。 

本地域は、基幹産業である農業を中心に発展してきた地域であり、産業別就業者人口のうち農業を

占める割は、本組合全体の 1/4 以上となっている。 

本地域の廃棄物処理を行っている本組合の設立は、長沼町と南幌町の 2 町によって火葬場に関する

事務の共同処理を目的に昭和 42 年 5 月「長幌火葬場組合」として設立し、その後、由仁町を加えて火

葬場の共同処理を行っていたが、ごみの収集とごみの適正処理を目的として昭和 44 年 4 月に現在の名

称に変更、昭和 45 年 4 月から馬追清掃センターの供用開始によって、本組合によるごみ処理を開始し

ている。昭和 59 年 4 月には長沼町堆肥生産センターの供用開始により、生ごみの有効利用を図り、さら

には不燃ごみと粗大ごみの資源化を目的に平成 9 年 4 月には「馬追クリーンセンター」の供用を開始、平

成 10 年 4 月には「一般廃棄物最終処分場」の供用も開始し、現在も適正なごみの処理及び処分を行っ

ている。なお、ダイオキシン対特別措置法の施行により、本組合の馬追清掃センターは、平成 14 年 11

月で休止することになり、その後における可燃ごみの適正処理を行うため、平成 14 年 12 月から平成 20

年 3 月までは札幌市に、平成 20 年 4 月からは千歳市の焼却施設で委託処理を行っている。 

ごみの排出状況では、本組合構成町の中でも商業施設の多い長沼町や南幌町を中心として、近年事

業系ごみが増加傾向にあることから、その発生抑制と再生利用の推進を図る。 

また、生活系廃棄物については、①分別の徹底による廃棄物の減量化、②資源ごみへの意識向上、

③収集サービスの向上、などを大きな目的として、ライフスタイル等の見直しによる排出抑制を進め、循

環型社会にふさわしい廃棄物リサイクル・処理システムの構築を図る。 

 

（４）広域化の位置付け・検討 

平成9年12月、北海道の「北海道ごみ処理広域化計画」において、南空知ブロックに枠組みされてい

たが、その後の変更によって、恵庭市、北広島市、本組合（長沼町、南幌町、由仁町）、栗山町も道央ブ

ロックに枠組みされさている。 

道央ブロックにて広域処理へ向けた協議を進めていたが、恵庭市がブロックより脱退したことにより、広

域の枠組みについても再考され、平成 26 年 2 月に、千歳市と北広島市、長沼町、南幌町、由仁町の 2

市 3 町にて「道央廃棄物処理組合」を設立、その後栗山町も加入し、2 市 4 町によって連携を図る中、

広域焼却処理施設の整備を行うことを決定し、令和 6 年度の広域焼却処理施設の稼働に向け、手続き

が進めされている。 

可燃ごみ以外については、当面、各市町及び本組合にて処理を行うことで協議が進められているが、

不燃ごみと粗大ごみの処理を行っている本組合の馬追クリーンセンター（マテリアルリサイクル施設）は、

供用開始から既に 22 年が経過していることから、設備の稼働率の低下やさらなる CO2 の削減を目的と

した、設備の基幹的整備が急務となっている。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

 

ア 一般廃棄物の処理 

平成 30 年度の一般廃棄物の排出量、処理状況は図 2 のとおりである。 

総排出量は、集団回収量含め 6,626 トンであり、再生利用される「総資源化量」は 2,209 トン、リ

サイクル率（＝（直接資源化量+中間処理後の再生利用量+集団回収量）/（ごみの総処理量+集

団回収量）は、33.3％である。 

中間処理による減量化は 3,276 トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむね 5 割が減量

化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 18.1％にあたる 1,140 トンが埋め立てられてい

る。 

なお、中間処理量のうち、千歳市の焼却施設で委託処理している焼却量は 2,564 トンである。 

焼却施設では、温水の場内利用（給湯、暖房）を行っている。 

 

【一般廃棄物】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 30 年度） 

 

 

3.2%

自 家 処 理 量 直接最終処分量 1,140ｔ

0ｔ

52.0% 14.9% 最 終 処 分 量

203ｔ 18.1%

100.0% 93.5% 3,276ｔ 937ｔ
6,299ｔ

6,299ｔ 5,891ｔ 減 量 化 量 処理後最終処分量

41.5% 26.6%

排 出 量 計 画 処 理 量 中 間 処 理 量

3.3% 2,614ｔ 1,677ｔ

205ｔ 処 理 残 渣 量 処理後再生利用量

集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

327ｔ
2,209ｔ

直 接 資 源 化 量 33.3%
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（２）生活排水処理の処理の現状 

 

平成 30 年度の生活排水の処理状況及びし尿、浄化槽汚泥の排出量は図 3 のとおりである。 

生活排水処理人口は、全体で 23,678 人であり、水洗化人口は 19,143 人、生活排水処理率は

80.8％である。 

し尿発生量は、2,513ｋｌ/年、浄化槽汚泥発生量は、3,159ｋｌ/年であり、処理・処分量の合計は、

5,672ｋｌ/年である。 

 

 

 

非水洗化人口 し尿発生量

4,153人
2,513ｋｌ/年

17.5%

単独処理浄化槽
未処理人口 382人
4,535人 1.6%
19.2%

80.8% 15.8%

総人口 合弁処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

23,678人 3,683人
3,159ｋｌ/年

100.0% 15.6%

公共下水道

11,722人
49.5%

処理人口 集落排水施設等

19,143人 3,738人

 

図 3 生活排水の処理状況フロー（平成 30 年度） 
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指して減量化・再利用

化に関する目標量を表 2 に示すとおり定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

令和 7 年度の一般廃棄物の排出、処理状況については図 4 に示すとおり見込んでいる。 

 

表 2 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 排出量は現状に対する割合、直接資源化量・埋立処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量+集団回

収量に対する割合 

※2 （１事業所当り排出量） ＝ {（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数） 

※3 （１人当りの排出量） ＝ {（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口） 

≪ 用語の定義 ≫ 

 排出量 ： 事業系ごみ、生活系ごみを問わず出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

 再生利用量    ： 集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

 エネルギー回収量： 熱回収施設においては発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕 

 減量化量 ： 中間処理量と中間処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 

 最終処分量    ： 埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

 

 

【一般廃棄物】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 目標達成時の一般廃棄物の処理フロー（令和 7 年度） 

集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

307ｔ
1,983ｔ

直 接 資 源 化 量 35.2%

203ｔ 処 理 残 渣 量 処理後再生利用量

3.8% 2,233ｔ 1,473ｔ

41.9% 27.6%

排 出 量 計 画 処 理 量 中 間 処 理 量

5,333ｔ
5,333ｔ 4,982ｔ 減 量 化 量 処理後最終処分量

100.0% 93.4% 2,749ｔ 760ｔ

51.5% 14.3%

自 家 処 理 量 直接最終処分量 908ｔ

0ｔ
148ｔ 17.0%

2.8%

最 終 処 分 量

事業系 総排出量 1,406 トン 1,269 トン

１事業所当たりの排出量
※2 1.98 トン/事務所 1.79 トン/事務所

排 出 量 生活系 総排出量 4,892 トン 4,064 トン

１人当たりの排出量
※3 207 kg/人 192 kg/人

合計 事業系生活系排出量合計 6,299 トン 5,333 トン

直接資源化量 205 トン 203 トン

総資源化量 2,209 トン 1,983 トン

エ ネ ル ギ ー 回 収 量 エネルギー回収量（年間の発電電力量） - MWh - MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 3,276 トン 2,749 トン

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 1,140 トン 908 トン

( 33.3%) ( 35.2%)

(－ 15.3%)

(－ 9.7%)

現状（割合
※1

）

（平成30年度）

目標（割合
※1

）

(－ 7.2%)

( 3.3%) ( 3.8%)

（令和７年度）

再 生 利 用 量

(－ 16.9%)

(－ 9.6%)

( 52.0%) ( 51.5%)

( 18.1%) ( 17.0%)

指 標
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（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表 3 のとおり、合併浄化槽の整備等をすすめていくものとする。 

 

表 3 生活排水処理に関する現状と目標 

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

ｋｌ／年 ｋｌ／年

ｋｌ／年 ｋｌ／年

ｋｌ／年 ｋｌ／年

し尿・
汚泥の量

　汲み取りし尿量 2,513 1,455

　浄化槽汚泥量 3,159 3,700

　合　　計 5,672 5,155

　未処理人口 4,535 2,724

　合　　計 23,678 21,127

3,738 (15.8%) 3,485 (16.5%)

　合併処理浄化槽等 3,683 (15.6%) 4,209 (19.9%)

平成30年度実績 令和7年度目標

処理
形態別
人口

　公共下水道 11,722 (49.5%) 10,709 (50.7%)

　農業集落排水施設等

 

 

 

 

非水洗化人口 し尿発生量

2,417人
1,455ｋｌ/年

11.4%

単独処理浄化槽
未処理人口 307人
2,724人 1.5%
12.9%

87.1% 16.5%

総人口 合弁処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

21,127人 4,209人
3,700ｋｌ/年

100.0% 19.9%

公共下水道

10,709人
50.7%

処理人口 集落排水施設等

18,403人 3,485人

 

図 5 生活排水の処理フロー（令和 7 年度） 
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３．施策の内容 

（１）発生抑制・再使用の推進 

1） 有料化の見直し 

現在、本組合では一般家庭及び事業所から排出されるごみは、分別毎に収集袋を色分けし、

乾電池及び蛍光管用袋の無料配布を除き、収集袋代のみの徴収にて実施してきました。 

しかし、近年のごみ量の増加に伴い、排出抑制の施策として、また今後の資源分別のさらな

る推進を目的として、構成 3 町ではごみ処理の有料化を導入の必要性が高まり、今後は有料化

の導入に向け、現在検討調査中である。 

 

2） 環境教育・普及啓発、助成制度 

以前から小学校での環境教育は行っているが、今後は更なる普及啓発のため、以下のとおり

対応していく。 

①ホームページ、広報誌、パンフレット等の広報媒体を通じてごみ処理の現状や３Ｒに関する情報

提供・普及活動を積極的に行う。 

②ビデオ教材や副読本等を利用した教育啓発活動、町民出前講座や施設見学会等のイベントの

開催等、各種ＰＲ活動を通じて環境学習の充実を図る。 

③事業系ごみの減量化・資源化を推進するため、事業系ごみ処理ガイドブックの作成等の検討を行

う。 

④食品ロスの軽減を目指し、食品を扱う事業所に対しての情報提供や普及活動を積極的に行う。 

 

3） マイバック運動の実施 

ライフスタイルを見直し、日常生活のあらゆる場面においてごみを発生させない、出さない

ことの実践として、過剰包装の抑制も含めたマイバック運動・レジ袋対策は、定着しつつある

が、今後さらに意識の向上を図るため、各種団体および関係機関との連携による運動の展開を

実施する。 

 

4） 小型家電 

小型家電リサイクルの推進を図るため、回収ボックスの新設等を検討するほか、今後も周知

徹底しリサイクルを推進する。 

 

5） ごみ減量化・リサイクルの推進管理 

ごみ減量化・リサイクルの推進管理を行い、住民が積極的に取組む体制をつくるとともに、

現在実施している資源回収奨励事業や生ごみコンポスト容器及び電動式生ごみ処理機の助成事

業についても継続し、さらなる普及活動によりリサイクル及び減容化の促進を図る。 
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6） 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・広報活動の実施 

・廃油ポット、水切りネット等の利用促進及び啓発 

・無リン洗剤やせっけん等の使用促進及び啓発 

 

（２）処理体制 

 

1) 生活系ごみ処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 4-1～表 4-4 のとおりである。 

現在、本組合の可燃ごみについては、千歳市へ委託して焼却処理を行っており、不燃ごみと粗大ごみ

は、馬追クリーンセンター（リサイクル施設）で破砕選別によるリサイクル処理を行い、鉄・ｱﾙﾐの回収とと

もに、処理残渣のうち可燃物残渣は千歳市焼却処理場で、不燃物残渣は本組合の一般廃棄物最終処

分場施設で埋立処分している。また、資源ごみは保管施設後、民間業者にて資源化を行っている。 

生ごみは、長沼町の堆肥生産センターで堆肥化処理を行い、生産された肥料は、農地や緑化等に利

用されている。 

今後も、排出段階での減量化や資源ごみの分別の強化を図りつつ、可燃ごみの委託処理と本組合の

処理施設による現状のごみ処理体制を維持していく方針である。 

なお、本組合の馬追クリーンセンター（マテリアルリサイクル施設）については、基幹的設備改良事業を

進め、CO2 削減と施設の延命化を図る方針である。 

 

2） 事業系ごみ処理体制 

事業系ごみについては、生活系ごみの分別区分に準じ、事業者が自ら各施設まで搬入するか、一般

廃棄物収集運搬許可業者に依頼して運搬している。 

今後も生活系ごみ同様に、減量化や適正処理について周知を図るほか、分別を徹底し各施設へ搬入

してもらうよう指導強化を図るほか、事業系ごみの手数料の見直し等の検討も進める。 
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最
終

処
分

場
1
,5

5
6

不
燃

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

9
9
1
.3

4
不

燃
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
8
4
6

粗
大

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

8
7
9
.9

9
粗

大
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
6
0
7

缶
類

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

1
3
2
.1

8
缶

類
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
1
1
4

ガ
ラ

ス
瓶

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

1
9
9
.8

1
ガ

ラ
ス

瓶
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
1
9
1

ペ
ッ

ト
ボ

ト
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
6
7
.4

7
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

4
0

資
源

残
渣

（
残

渣
・

減
耗

補
正

等
）

選
別

・
埋

立
8
3
.4

5
資

源
残

渣
選

別
・

埋
立

2
8

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

容
器

包
装

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
4
1
0
.5

8
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

類
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
容

器
包

装
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

3
9
4

紙
類

段
ボ

ー
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

保
管

施
設

1
6
1
.8

3
紙

類
段

ボ
ー

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
保

管
施

設
1
7
0

乾
電

池
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
7
.8

3
乾

電
池

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

6

蛍
光

管
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
3
.4

8
蛍

光
管

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

4

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

3
1
.7

3
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
2
3

6
,2

9
8
.5

5
5
,3

3
3

計
計

一
般

ご
み

一
般

ご
み

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

現
状

（
平

成
3
0

年
度

）
今

後
（

令
和

7
年

度
）

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

小
型

家
電

リ
サ

イ
ク

ル
小

型
家

電
リ

サ
イ

ク
ル

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

【
可

燃
】

道
央

廃
棄

物
処

理
組

合
　

　
　

　
焼

却
処

理
施

設
【

不
燃

】
南

空
知

公
衆

衛
生

j組
合

　
　

　
　

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

【
残

渣
】

同
上

最
終

処
分

場
【

金
属

】
資

源
回

収
業

者

容
器

包
装

容
器

包
装

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

【
資

源
物

】
民

間
資

源
化

業
者

、
容

器
包

装
リ

サ
イ

ク
ル

協
会

【
残

渣
】

南
空

知
公

衆
衛

生
j組

合
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
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４
-
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南
空

知
公

衆
組

合
地

域
の

ご
み

の
分

別
区

分
と

処
理

方
法

の
現

状
と

今
後

（
長

沼
町

）
 

処
理

実
績

処
理

計
画

（
ｔ

／
年

）
一

次
処

理
二

次
処

理
（

ｔ
／

年
）

生
ご

み
リ

サ
イ

ク
ル

（
堆

肥
化

）

長
沼

町
堆

肥
生

産
セ

ン
タ

ー
7
4
8
.6

3
生

ご
み

リ
サ

イ
ク

ル
（

堆
肥

化
）

長
沼

町
堆

肥
生

産
セ

ン
タ

ー

【
堆

肥
物

】
農

地
等

有
効

利
用

【
残

渣
】

道
央

廃
棄

物
処

理
組

合
　

　
　

　
焼

却
処

理
施

設
7
1
2

可
燃

ご
み

焼
却

千
歳

市
焼

却
処

理
施

設
8
9
7
.0

6
可

燃
ご

み
焼

却
道

央
廃

棄
物

処
理

組
合

焼
却

処
理

施
設

【
残

渣
】

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
　

　
　

　
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
7
7
6

不
燃

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

4
5
6
.0

6
不

燃
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
4
0
3

粗
大

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

5
4
0
.4

9
粗

大
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
3
4
4

缶
類

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

6
2
.7

8
缶

類
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
5
7

ガ
ラ

ス
瓶

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

9
4
.9

2
ガ

ラ
ス

瓶
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
9
6

ペ
ッ

ト
ボ

ト
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
3
2
.0

5
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

2
1

資
源

残
渣

（
残

渣
・

減
耗

補
正

等
）

選
別

・
埋

立
4
2
.0

7
資

源
残

渣
選

別
・

埋
立

1
4

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

容
器

包
装

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
1
9
2
.9

6
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

類
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
容

器
包

装
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

1
9
9

紙
類

段
ボ

ー
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

保
管

施
設

8
7
.2

2
紙

類
段

ボ
ー

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
保

管
施

設
8
5

乾
電

池
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
4
.1

8
乾

電
池

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

3

蛍
光

管
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
1
.8

4
蛍

光
管

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

2

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

1
6
.9

2
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
1
2

3
,1

7
7
.1

8
2
,7

2
4

計
計

一
般

ご
み

一
般

ご
み

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

現
状

（
平

成
3
0

年
度

）
今

後
（

令
和

7
年

度
）

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

小
型

家
電

リ
サ

イ
ク

ル
小

型
家

電
リ

サ
イ

ク
ル

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

【
可

燃
】

道
央

廃
棄

物
処

理
組

合
　

　
　

　
焼

却
処

理
施

設
【

不
燃

】
南

空
知

公
衆

衛
生

j組
合

　
　

　
　

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

【
残

渣
】

同
上

最
終

処
分

場
【

金
属

】
資

源
回

収
業

者

容
器

包
装

容
器

包
装

【
資

源
物

】
民

間
資

源
化

業
者

、
容

器
包

装
リ

サ
イ

ク
ル

協
会

【
残

渣
】

南
空

知
公

衆
衛

生
j組

合
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク
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４
-
3
 

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
地

域
の

ご
み

の
分

別
区

分
と

処
理

方
法

の
現

状
と

今
後

（
南

幌
町

）
 

処
理

実
績

処
理

計
画

（
ｔ

／
年

）
一

次
処

理
二

次
処

理
（

ｔ
／

年
）

生
ご

み
リ

サ
イ

ク
ル

（
堆

肥
化

）
長

沼
町

堆
肥

生
産

セ
ン

タ
ー

4
4
4
.5

5
生

ご
み

リ
サ

イ
ク

ル
（

堆
肥

化
）

長
沼

町
堆

肥
生

産
セ

ン
タ

ー

【
堆

肥
物

】
農

地
等

有
効

利
用

【
残

渣
】

道
央

廃
棄

物
処

理
組

合
　

　
　

　
焼

却
処

理
施

設
3
7
8

可
燃

ご
み

焼
却

千
歳

市
焼

却
処

理
施

設
5
8
4
.5

4
可

燃
ご

み
焼

却
道

央
廃

棄
物

処
理

組
合

焼
却

処
理

施
設

【
残

渣
】

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
　

　
　

　
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
4
8
4

不
燃

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

2
9
3
.4

9
不

燃
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
2
4
6

粗
大

ご
み

破
砕

・
選

別
・

焼
却

・
埋

立
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

馬
追

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

1
7
9
.0

9
粗

大
ご

み
破

砕
・

選
別

・
焼

却
・

埋
立

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
馬

追
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
1
4
6

缶
類

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

4
0
.2

8
缶

類
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
3
2

ガ
ラ

ス
瓶

リ
サ

イ
ク

ル
（

選
別

・
保

管
）

6
0
.8

9
ガ

ラ
ス

瓶
リ

サ
イ

ク
ル

（
選

別
・

保
管

）
5
3

ペ
ッ

ト
ボ

ト
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
2
0
.5

6
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

1
1

資
源

残
渣

（
残

渣
・

減
耗

補
正

等
）

選
別

・
埋

立
2
1
.6

6
資

源
残

渣
選

別
・

埋
立

8

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

容
器

包
装

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
1
3
5
.2

9
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

類
そ

の
他

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
容

器
包

装
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

1
1
4

紙
類

段
ボ

ー
ル

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
南

空
知

公
衆

衛
生

組
合

保
管

施
設

3
3
.4

1
紙

類
段

ボ
ー

ル
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
保

管
施

設
4
8

乾
電

池
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
1
.9

8
乾

電
池

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

2

蛍
光

管
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
0
.8

7
蛍

光
管

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

1

リ
サ

イ
ク

ル
（

保
管

）
民

間
資

源
化

業
者

8
.0

3
リ

サ
イ

ク
ル

（
保

管
）

民
間

資
源

化
業

者
6

1
,8

2
4
.6

4
1
,5

2
9

計
計

一
般

ご
み

一
般

ご
み

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

現
状

（
平

成
3
0

年
度

）
今

後
（

令
和

7
年

度
）

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

小
型

家
電

リ
サ

イ
ク

ル
小

型
家

電
リ

サ
イ

ク
ル

分
別

区
分

処
理

方
法

処
理

施
設

等

【
可

燃
】

道
央

廃
棄

物
処

理
組

合
　

　
　

　
焼

却
処

理
施

設
【

不
燃

】
南

空
知

公
衆

衛
生

j組
合

　
　

　
　

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

【
残

渣
】

同
上

最
終

処
分

場
【

金
属

】
資

源
回

収
業

者

容
器

包
装

容
器

包
装

民
間

資
源

化
業

者
南

空
知

リ
サ

イ
ク

ル
パ

ー
ク

【
資

源
物

】
民
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 3） 生活排水の処理体制 

生活排水については、下水道が整備されていない地域にて汲み取りし尿や単独浄化槽を設置してい

る家庭や事務所などに対し、周知徹底を図り、合併浄化槽の整備を進めていく。 

また、し尿、浄化槽汚泥については、し尿処理施設にて継続して処理を行う。 

 

 4） 今後の処理体制の要点 

 

◇ リサイクル施設（破砕、選別施設）である馬追クリーンセンターの設備について基幹的設備改良事

業による改造を行い、CO2 削減と施設の延命化を図り、継続して本地域の不燃ごみと粗大ごみの

適正処理を行う。 

◇ 生活系一般廃棄物の排出段階での減量化や資源ごみの分別の徹底を図る。 

◇ 事業系一般廃棄物の減量化・資源ごみ分別の徹底を図る。 

◇ 合併浄化槽の整備を進める。 

 

（３）処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 

上記(２)処理体制で示したごみ処理をすすめるため、表 5 のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 5 整備する処理施設の概要 

番

号 
整備施設種類 事  業  名 処 理 能 力 

設 置  

予 定 地 
事業期間 

1 リサイクル施設 

馬追クリーンセンター 

マテリアルリサイクル施設 

基幹的設備改良事業 

10ｔ/日 北海道夕張郡

長沼町東 5 線

北 8 番地 

令和 2 年度 

 

整備理由（施設整備の緊急性） 

事業番号 理         由 

 

   １ 

・施設稼働から既に 22 年が経過し、施設本体の老朽化が進んでいる状況にあり、長期的かつ安

定的な処理を継続して行うため延命化工事が必要である。 

・施設稼働で消費される電力を削減し、地球温暖化防止を推進していく必要がある。 
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イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽については、表 6 のとおりです。 

 

表 6 整備する処理施設の概要 

番

号 
事業名 事業主体 

直近の整備済基数 

（基） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画人口 

（人） 
事業期間 

２ 浄化槽設置

整備事業 

長沼町 84 75 233 R2～R6 

３ 南幌町 221 39 117 〃 

４ 由仁町 32 50 200 〃 

 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

施設整備に伴う計画支援事業は、該当ありません。 

 

 

（５）その他の施策 

 

1) ごみ減量化・資源化目標の設定と発信 

住民、事業者、行政が共通の目標を共有し、３Ｒの取り組みを実践していけるよう、わかりやすい目標

を設定し、町民、事業者へ広報等の情報媒体を利用して広く発信する。目標の達成度は随時公表す

る。 

 

2) 多量排出事業者への減量化指導の徹底 

多量排出事業所に対し、排出者責任・拡大排出者責任を明確に示し、自己処理責任の周知徹底を

図るとともに、減量化計画の策定指導を行うなど、計画的な事業系ごみの排出抑制対策を講じる。 

 

3) 行政における率先的取組み 

各自治体も自ら排出抑制とリサイクルに積極的に取り組むとともに、環境負荷の少ないグリーン製品・

サービスを選択するなど、循環型社会形成に向けた行動を率先して実行する。 

 

4) 不適正処理・不法投棄対策の強化 

不法投棄、不法焼却に対する監視・連絡体制を強化し、未然防止、早期対応に努めるとともに、意識

啓発により不法投棄等を許さない環境づくりに努めます。 
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5)災害時の廃棄物処理に関する基本方針 

 

■ 災害時の連絡体制の確立 

平常時から防災会議を開催するなど防災に係る組織体制の整備・充実を図る。また、災害発生

時は、本組合の構成町が関係管内市町と連携し、災害対策本部等を立上げ、災害対策本部を中

心とした連絡・連携体制により対応する。 

 

■ 国及び道との連携体制の構築 

大規模災害の場合、本組合及び構成町、関係管内市町だけでは対応しきれない状況になること

も想定されるので、災害廃棄物の撤去、収集・運搬、処理・処分について、国、道へ支援要請を行

う。 

 

■ 防災体制の整備 

廃棄物処理施設の耐震化診断等、必要な措置を講じます。また、災害時に必要となる設備・機

材の確保等防災体制の整備に努めます。 

災害発生に備え、感染症対策上から「燃やせるごみを優先収集する」、「公園・空地をごみの仮

置場とする」、「臨時の搬送ルートを確保する」等の対策マニュアルを本組合及び本組合構成町村

と共同で策定します。 

 

■ 事前広報活動の実施 

災害時におけるごみの適正処理に向けた対策を平常時から広報誌やホームページ等の広報媒

体を利用して周知徹底を図る。 

 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて国及び北海道と意見交

換しつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果がまとまった時点で、速やかに計画の事後評価、

目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直すものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

循環型社会形成推進地域計画書 

添付資料 
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t.tokunaga
多角形

t.tokunaga
多角形

t.tokunaga
多角形

t.tokunaga
多角形

t.tokunaga
多角形

t.tokunaga
楕円

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
四角形

t.tokunaga
テキスト ボックス
①破砕機本体、付帯コンベヤ更新工事
更新対象：本体一式、付帯コンベヤ一式
既設：イグスンドジャパン製
　　　三軸破砕機
新設：クボタ環境サービス製
　　　二軸破砕機

t.tokunaga
テキスト ボックス
③、④受入、供給コンベヤ更新工事
更新対象：エプロンパン　　　　　　　　　　コンベヤチェーン　　　　　　　　ヘッドシャフト　　　　　　　　　テールシャフト　　　　　　　　　落下防止板　　　　　　　　　　　駆動電動機

t.tokunaga
テキスト ボックス
⑤二次破砕機更新工事
更新対象：主軸組立品　　　　　　　各ライナ類　　　　　　　駆動電動機

t.tokunaga
テキスト ボックス
⑥破砕物用磁選機更新
更新対象：本体一式
既設仕様：電磁永磁併用
新設仕様：永磁式

t.tokunaga
テキスト ボックス
⑦排風機更新工事
更新対象：駆動電動機　　　　　　　軸受、軸受箱他

kenichiro
長方形

kenichiro
タイプライターテキスト
交付金対象範囲
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■堆肥化施設
⻑沼町堆肥⽣産センター

設置主体 ⻑沼町
所在地 ⼣張郡⻑沼町東5線北8番地
処理能⼒ 10t／⽇
竣⼯ 昭和59年3⽉
対象品⽬ ⽣ごみ、籾殻
処理⽅法 ⾼速堆肥化処理⽅式
補助の有無 有（農⽔省）

■リサイクル施設
⾺追クリーンセンター

設置主体 南空知公衆衛⽣組合
所在地 ⼣張郡⻑沼町東5線北8番地
処理能⼒ 10t／⽇（10ｔ/5ｈ）
竣⼯ 平成9年3⽉
対象品⽬ 不燃ごみ、粗⼤ごみ
処理⽅法 ⼀次+⼆次破砕・選別⽅式（可燃・不燃・鉄・アルミの4種選別）
補助の有無 有（厚⽣省）

■資源化施設
保管施設

設置主体 南空知公衆衛⽣組合
所在地 ⼣張郡⻑沼町東5線北8番地
処理能⼒ 1ｔ/⽇
竣⼯ 平成12年3⽉
対象品⽬ 段ボール、廃乾電池、廃蛍光灯、⼩型家電
処理⽅法 保管⽅式
補助の有無 無

■埋⽴処分地施設
⼀般廃棄物最終処分場

設置主体 南空知公衆衛⽣組合
所在地 空知郡南幌町南10線⻄10番地
埋⽴⾯積 17,400㎡
埋⽴容積 84,240m3

竣⼯ 平成 10年3⽉
埋⽴対象物 焼却残渣（主灰、⾶灰）、破砕残渣、資源残渣、不燃物

浸出⽔処理⽅法
処理能⼒：60㎥
回転円板法+凝集沈殿法+滅菌処理

補助の有無 有（厚⽣省）

現有施設の概要

資料-5



様
式

１

１
　

地
域

の
概

要

(１
)地

域
名

北
海

道
　

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
地

域
(２

)地
域

内
人

口
2

3
,6

7
8

ｋ
㎡

(４
)構

成
市

町
村

等
名

　
　

人
口

　
面

積
　

沖
縄

　
離

島
　

奄
美

　
豪

雪
　

山
村

　
半

島
　

過
疎

　
そ

の
他

(6
)構

成
市

町
村

に
一

部
事

務
組

合
が

組
合

を
構

成
す

る
市

町
村

：
長

沼
町

、
南

幌
町

、
由

仁
町

含
ま

れ
る

場
合

、
当

該
組

合
の

状
況

設
立

（
予

定
）

年
月

日
：

昭
和

4
2

年
5

月
1

7
日

　
設

立
、

認
可

予
定

設
立

さ
れ

て
い

な
い

場
合

、
今

後
の

見
通

し
：

該
当

な
し

＊
 交

付
要

綱
で

定
め

る
交

付
対

象
と

な
る

要
件

の
う

ち
、

該
当

す
る

項
目

全
て

に
○

を
付

け
る

。

２
　

減
量

化
、

再
生

利
用

の
現

状
と

目
標

年

指
標

・
単

位

事
業

系
総

排
出

量
（

ｔ
）

1
,2

6
9

( 
9

.7
%

減
)

１
事

業
所

当
た

り
の

排
出

量
（

ｔ
／

事
業

所
）

生
活

系
総

排
出

量
（

ｔ
）

4
,0

6
4

(1
6

.9
%

減
)

１
人

当
た

り
の

排
出

量
（

k
g
／

人
）

合
計

事
業

系
生

活
系

排
出

量
合

計
（

ｔ
）

5
,3

3
3

(1
5

.3
%

減
)

直
接

資
源

化
量

6
0

6
(

9
.9

%
)

6
6

8
(1

0
.6

%
)

5
9

8
(1

0
.0

%
)

5
6

5
(

9
.3

%
)

5
3

2
(

8
.4

%
)

5
1

0
(

9
.6

%
)

総
資

源
化

量
2

,2
8

1
(3

5
.1

%
)

2
,3

6
4

(3
5

.4
%

)
2

,2
3

8
(3

5
.2

%
)

2
,1

1
2

(3
2

.7
%

)
2

,2
0

9
(3

3
.3

%
)

1
,9

8
3

(3
5

.2
%

)

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
量

（
年

間
の

発
電

電
力

量
M

W
h

）

減
量

化
量

（
中

間
処

理
前

後
の

差
ｔ

）
3

,1
8

4
(5

1
.8

%
)

3
,3

2
3

(5
2

.8
%

)
3

,1
4

0
(5

2
.4

%
)

3
,2

8
7

(5
3

.9
%

)
3

,2
7

6
(5

2
.0

%
)

2
,7

4
9

(5
1

.5
%

)

埋
立

最
終

処
分

量
（

覆
土

含
ま

ず
ｔ

）
1

,0
3

6
(1

6
.9

%
)

9
9

6
(1

5
.8

%
)

9
8

7
(1

6
.5

%
)

1
,0

6
1

(1
7

.4
%

)
1

,1
4

0
(1

8
.1

%
)

9
0

8
(1

7
.0

%
)

※
1

:最
終

処
分

量
に

は
、

し
渣

、
一

斉
清

掃
量

、
連

合
か

ら
の

飛
灰

処
理

物
割

当
分

、
覆

土
を

含
ま

な
い

。

※
2

:別
途

資
料

と
し

て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド

グ
ラ

フ
を

添
付

し
た

。

３
　

現
有

施
設

の
状

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定

有

農
水

省
 1

0
ｔ

／
日

S
5

9
.4

有

厚
生

省
 1

0
ｔ

／
日

H
9

.4
 1

0
ｔ

／
日

無

  
1

.0
ｔ

／
日

有

厚
生

省
H

1
0

.4

6
0

m
3
／

日

※
計

画
地

域
内

の
施

設
の

状
況

（
現

況
、

予
定

）
を

地
図

上
に

示
し

た
も

の
を

添
付

し
た

。

排
出

量

再
生

利
用

量

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
量

最
終

処
分

量

マ
テ

リ
ア

ル
リ

サ
イ

ク
ル

施
設

施
設

種
別

中
間

処
理

に
よ

る
減

量
化

量

事
業

主
体

保
管

施
設

最
終

処
分

場

浸
出

水
処

理
施

設

高
速

堆
肥

化
施

設
長 沼 町

高
速

回
転

破
砕

方
式

（
破

砕
・

選
別

）

（
1

0
t/

5
h

）

南 空 知 公 衆 衛 生 組 合

H
1

2
.4

保
管

方
式

該
当

な
し

該
当

な
し

令
和

2
年

5
月

好
気

性
発

酵
方

式

1
9

2

 1
,4

0
6

  
  

 1
.9

8
  

  
 1

.9
1

 1
,3

1
3

 1
,3

2
1

 4
,9

7
2

 4
,7

1
3

 4
,8

3
0 更
新

、
廃

止
予

定
年

月
型

式
及

び
処

理
方

式

現
有

施
設

の
内

容

補
助

の
有

無

（
処

理
は

民
間

委
託

）

回
転

円
板

方
式

-

該
当

な
し

①
長

寿
命

化
計

画
を

策
定

し
、

温
室

効
果

ガ
ス

削
減

を
目

的
に

基
幹

改
良

事
業

を
行

う
と

と
も

に
、

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
る

。

形
式

・
処

理
方

式
は

現
行

と
同

等
。

更
新

（
1

0
t/

5
h

）

処
理

能
力

（
単

位
）

  
 1

9
8

 6
,1

0
1

長
沼

町
、

南
幌

町
、

由
仁

町
、

南
空

知
公

衆
衛

生
組

合
(5

)地
域

の
要

件
＊

－
－

更
新

、
廃

止
理

由

 6
,2

9
3

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
内

容

 6
,2

9
9

  
 2

0
7

  
  

 1
.8

9

 1
,2

8
1

  
  

 1
.8

6

 1
,3

3
4

  
  

 1
.8

8

 4
,7

6
7

 4
,8

9
2

  
 1

9
2

開
始

年
月

－

  
 2

0
0

 6
,1

4
3

  
 1

9
1

－

1
.7

9

備
考

施
設

竣
工

予
定

年
月

該
当

な
し

処
理

能
力

（
単

位
）

－

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

平
成

2
6

年
度

3
8

3
.6

2
（

H
3

0
年

9
月

末
現

在
）

(３
)地

域
面

積

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

該
当

な
し

8
4

,2
4

0
m

3

1
7

,4
0

0
㎡

令
和

3
年

３
月

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１
　
（
令
和
２
年
度
）

（
平

成
3

0
年

度
比

）

目
標

令
和

7
年

度

平
成

2
7

年
度

平
成

2
9

年
度

平
成

3
0

年
度

平
成

2
8

年
度

過
去

の
状

況
・

現
状

　
（

排
出

量
に

対
す

る
割

合
）

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

（
第

Ⅰ
期

）

型
式

及
び

処
理

方
式

 5
,9

9
5 該

当
な

し
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４
　

生
活

排
水

処
理

の
現

状
と

目
標

汚
水

衛
生

処
理

人
口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

汚
水

衛
生

処
理

人
口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

汚
水

衛
生

処
理

人
口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

汚
水

衛
生

未
処

理
人

口

５
　

浄
化

槽
の

整
備

の
状

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定

8
4

基
2

3
0

人
7

5
基

2
3

3
人

2
2

1
基

9
3

8
人

3
9

基
1

1
7

人

3
2

基
1

1
3

人
5

0
基

2
0

0
人

指
標

・
単

位

(4
9

.5
%

)
(5

0
.7

%
)

備
考

基
数

処
理

人
口

開
始

年
月

基
数

処
理

人
口

1
1

,9
5

6
人

1
1

,8
5

5
人

目
標

4
,2

0
9

人

施
設

種
別

事
業

主
体

(1
4

.6
%

)
合

併
処

理
浄

化
槽

等

3
,4

8
5

人

1
0

,7
0

9
人

令
和

7
年

度

総
人

口

集
落

排
水

施
設

等

公
共

下
水

道
(4

8
.5

%
)

(4
8

.7
%

)
(4

8
.8

%
)

(4
9

.2
%

)

(1
5

.8
%

)
(1

6
.5

%
)

3
,9

4
1

人
3

,9
0

0
人

3
,8

1
3

人
3

,7
7

9
人

1
2

,2
9

7
人

1
2

,1
2

3
人

5
,4

2
5

人
5

,2
9

3
人

5
,1

0
5

人
4

,7
1

1
人

4
,5

3
5

人
2

,7
2

4
人

(1
4

.4
%

)
(1

4
.8

%
)

(1
5

.5
%

)
(1

5
.6

%
)

(1
9

.9
%

)

3
,6

8
9

人
3

,5
8

5
人

3
,6

3
0

人

(1
5

.5
%

)
(1

5
.7

%
)

(1
5

.6
%

)
(1

5
.7

%
)

平
成

2
6

年
度

平
成

2
7

年
度

平
成

2
8

年
度

平
成

2
9

年
度

2
5

,3
5

2
人

2
4

,9
0

1
人

2
4

,5
0

4
人

2
4

,0
7

6
人

2
3

,6
7

8
人

2
1

,1
2

7
人

平
成

3
0

年
度

1
1

,7
2

2
人

3
,7

3
8

人

目
標

年
月

過
去

の
状

況
・

現
状

　
（

排
出

量
に

対
す

る
割

合
）

3
,7

3
1

人
3

,6
8

3
人

現
有

施
設

の
内

容
整

備
予

定
基

数
の

内
容

未
処

理
人

口

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
令

和
7

年
由

仁
町

平
成

2
0

年
4

 月

令
和

7
年

南
幌

町
平

成
1

1
年

4
 月

令
和

7
年

長
沼

町
平

成
2

5
年

4
 月
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【添付資料5】 各指標等の⽬標に関するグラフ

「ごみ排出量と人口」

「リサイクル量とリサイクル率」

「最終処分量と最終処分率」

4,904 4,830 4,972 4,713 4,767 4,892
4,606 4,513 4,421 4,331 4,242 4,150 4,064

1352 1313
1321

1281 1334
1406

1323 1313 1304 1295 1287 1278 1269

25,678 25,352 24,901 24,504 24,076 23,678 23,349 22,972 22,597 22,226 21,857 21,490 21,127

    0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

    0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

人口

（人）

ごみ排出量

（ｔ／年）

「ごみ排出量と人口」グラフ

生活系排出量 事業系排出量 行政区域内人口

93 128 123 122
217 213 162 160 157 155 152 150 148

342 339 350 329

337 335
330 324 319 313 307 293 287

607 569 523 536
508 592

518 510 504 496 488 479 473

16.7% 16.9%

15.8%
16.5%

17.4%
18.1%

17.0% 17.1% 17.1% 17.1% 17.1% 17.0% 17.0%

  0%

  2%

  4%

  6%

  8%

 10%

 12%

 14%

 16%

 18%

 20%

  0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

（ｔ／年）

「ごみ量と減量化率・埋立処分率」グラフ

直接埋立量 焼却残渣量 破砕資源物残渣量 最終処分率

1659 1675 1696 1640 1547 1677 1580 1553 1525 1499 1474 1450 1420

623 606 668
598

565
532

570 560 549 539 529 521 510

34.3%
35.1% 35.4% 35.2%

32.7% 33.3%

35.2% 35.2% 35.2% 35.1% 35.2% 35.2% 35.2%

 0%

 5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

    0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

リサイクル率

（%）
資源化量

（ｔ／年）

「リサイクル量とリサイクル率」グラフ

中間処理後資源化量 直接資源化量（集団回収含む） リサイクル率

資料-8



【添付資料6】

【生活排水処理関係】

単位：人

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

合併処理浄化槽人口 3,895 3,689 3,585 3,630 3,731 3,683 3,812 3,876 3,939 4,003 4,059 4,152 4,209

公共下水道人口 12,309 12,297 12,123 11,956 11,855 11,722 11,586 11,435 11,286 11,139 10,994 10,851 10,709

集落排水処理人口 3,954 3,941 3,900 3,813 3,779 3,738 3,733 3,691 3,650 3,609 3,569 3,527 3,485

単独処理浄化槽人口 396 390 385 407 389 382 352 345 337 339 322 314 307

非水洗化人口 5,124 5,035 4,908 4,698 4,322 4,153 3,866 3,625 3,385 3,136 2,913 2,646 2,417

単位：ｋℓ／年

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

汲み取りし尿 3,119 2,864 2,832 2,535 2,541 2,513 2,280 2,144 2,009 1,785 1,674 1,558 1,455

浄化槽汚泥 3,430 3,166 3,462 3,232 3,249 3,159 3,372 3,427 3,479 3,539 3,578 3,651 3,700

合計 6,549 6,030 6,294 5,767 5,790 5,672 5,652 5,571 5,488 5,324 5,252 5,209 5,155

生活排水処理に係る目標に関するのグラフ

3,895 3,689 3,585 3,630 3,731 3,683 3,812 3,876 3,939 4,003 4,059 4,152 4,209

12,309 12,297 12,123 11,956 11,855 11,722 11,586 11,435 11,286 11,139 10,994 10,851 10,709

3,954 3,941 3,900 3,813 3,779 3,738 3,733 3,691 3,650 3,609 3,569 3,527 3,485

396 390 385 407 389 382 352 345 337 339 322 314 307

5,124 5,035
4,908 4,698 4,322 4,153 3,866 3,625 3,385 3,136 2,913 2,646 2,417

     0

 5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

〔人〕

非水洗化人口

単独処理浄化槽人口

集落排水処理人口

公共下水道人口

合併処理浄化槽人口

実 績 計 画

3,119 2,864 2,832
2,535 2,541 2,513 2,280 2,144 2,009 1,785 1,674 1,558 1,455

3,430
3,166

3,462
3,232 3,249 3,159 3,372 3,427 3,479

3,539 3,578 3,651 3,700

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

〔kℓ/年〕

浄化槽汚泥

汲み取りし尿

実 績 計 画
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様
式

２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度

2
5
3
,0

0
0

2
5
3
,0

0
0

0
0

0
0

2
5
3
,0

0
0

2
5
3
,0

0
0

0
0

0
0

1
組
合

1
0
ｔ
/⽇

R2
R2

2
5
3
,0

0
0

2
5
3
,0

0
0

2
5
3
,0

0
0

2
5
3
,0

0
0

1
0
4
,8

6
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
1

7
0
,2

5
3

1
4
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

4
9

2
⻑
沼
町

7
5
基

R2
R6

6
6
,9

3
0

1
3
,3

8
6

1
3
,3

8
6

1
3
,3

8
6

1
3
,3

8
6

1
3
,3

8
6

3
2
,3

2
0

6
,4

6
4

6
,4

6
4

6
,4

6
4

6
,4

6
4

6
,4

6
4

3
南
幌
町

3
9
基

R2
R6

1
8
,1

0
8

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
0

1
8
,1

0
8

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
2

3
,6

2
0

4
由
仁
町

5
0
基

R2
R6

1
9
,8

2
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

1
9
,8

2
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

3
,9

6
5

0
0

3
5
7
,8

6
3

2
7
3
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
3

2
0
,9

7
1

3
2
3
,2

5
3

2
6
7
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

5
1

1
4
,0

4
9

※
１

事
業

番
号

に
つ

い
て

は
、

計
画

本
文

３
(3

)表
４

に
示

す
事

業
番

号
及

び
様

式
３

の
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業
番

号
と

一
致

さ
せ

る
こ

と
。

ま
た

、
様

式
３

に
示

す
施

策
の

う
ち

関
連

す
る

も
の

が
あ

れ
ば

、
合

わ
せ

て
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。
※

２
広

域
連

合
、

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
欄

外
に

構
成

す
る

市
町

村
を

注
記

す
る

こ
と

。
※

３
実

施
し

な
い

事
業

の
欄

は
削

除
し

て
構

わ
な

い
。

※
４

同
一

施
設

の
整

備
で

あ
っ

て
も

、
交

付
金

を
受

け
る

事
業

主
体

ご
と

に
記

載
す

る
。

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
２

（
令

和
2
年

度
）

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

事
業

期
間

交
付

期
間

備
　

　
考

事
　

業
　

種
　

別
総

事
業

費
（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）

事
業

番
号

※
１

規
　

模

○
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
施

設
に

関
す

る
事

業

廃
棄
物
処
理
施
設
基
幹
的
設
備
改
良
事
業

合
  

  
 　

　
計

○
浄

化
槽

に
関

す
る

事
業

浄
化

槽
設

置
整

備

浄
化

槽
市

町
村

整
備

推
進

〃〃
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様式３

リサイクル施設の延命化工事

浄化槽設置整備事業 浄化槽の整備 2 6 〇

浄化槽設置整備事業 浄化槽の整備 2 6 〇

浄化槽設置整備事業 浄化槽の整備 2 6 〇

41

42

43

44

45

※１　処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式１－２の事業番号と一致させること。

長沼町

令和5

処理体制
の構築、
変更に関
するもの

22
事業系ごみ手数料の見直
し

事業系ごみに関しては資源ごみの手数料の見直
しを検討し、分別の徹底と排出抑制を図る。

16 生活排水対策

開
始

終
了

分別区分の徹底

廃棄物処理施設基幹設備
改良事業

小型家電・衣料リサイク
ルの推進

11

12

13

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

実 施
主 体

施 策 の 内 容施 策 の 名 称
施策
番号
※1

備

　
考

事業期間

年 度

交付
金必
要の
要否

施策種別

発 生 抑
制、再使
用の 推
進 に 関
するもの

有料化の見直し
組合地
域各町

ごみ教室開催　分別・資源化の徹底化
のための普及啓発

生活系・事業系の有料化金額の見直し
と収集ごみの有料化の検討

環境学習・研修

マイバック運動の実施

組合地
域各町

組合地
域各町

各種団体および関係機関との連携によ
る運動の展開

令和6令和2

年 度 年 度 年 度

交付期間

令和4

事　　業　　計　　画

令和3

年 度

ごみ減量化・資源リサイクルの推進と最終処分
量の減量化

組合地
域各町

組合地
域各町

小型家電及び繊維リサイクル品の推進
普及

分別区分の徹底により、ごみの減量
化・資源リサイクルの推進を図る。

組合地
域各町

広報活動の実施、廃油ポット、水切りネットの
利用促進、無リン洗剤等の使用促進の啓発

組合地
域各町

14

15

〇

2

組合地
域各町

南空知
公衆衛
生組合

組合地
域各町

21

ごみ減量化・資源化目標の
設定と発信

共通の目標を共有、広報等の情報媒体
を利用

2 21

減量化・リサイクルの進
行管理

そ の 他 行政における率先的取組み 循環型社会形成に向けた行動の実行
組合地
域各町

処理施設
の整備に
関するも

の
3 南幌町

4 由仁町

不適正処理　・不法投棄対
策の強化

監視・指導体制の強化
組合地
域各町

災害時の廃棄物処理に関す
る基本方針

広域的な災害廃棄物処理の体制整備
組合地域
各 町

多量排出事業者への減量化
指導の徹底

計画的な事業系ごみの排出抑制対策
組合地
域各町

事 業 実 施

普 及 啓 発

建

設

普 及 啓 発

事 業 実 施

ご み の 排 出 抑 制 対 策

普 及 啓 発

率 先 的 取 組 み

監 視 パ ト ロ ー ル

体 制 整 備

普 及 啓 発

検 討 、 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施
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【参考資料様式 1】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設） 
都道府県名 北海道 

 

（１）事業主体名 南空知公衆衛⽣組合 

（２）施設名称 ⾺追クリーンセンター（リサイクル施設） 

（３）⼯期 令和 2 年度  

（４）施設規模 処理能⼒  10ｔ／⽇（10ｔ／5ｈ） 

（５）形式及び処理⽅式 破砕・選別⽅式 

（６）地域計画内の役割 基幹的設備改良により⻑期的かつ安定的な処理を継続する。 

（７）廃棄物施設解体⼯
事の有無 

 有  無 

 
「ストックヤード」を整備する場合 

（８）ストック対象物 − 

 
 
「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

（９）容器包装リサイクル
推進施設建設の内訳 

− 

 
「灰溶融施設」を整備する場合 

（10）スラブの利⽤計画 
− 

 

（11）事業計画額 ２５３，０００千円 

 

資料-12



【参考資料様式６】

都道府県名 北海道

(1) 事業主体名

(2) 事業名称

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 32,320 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 千円

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】 （単位：千円）

区分 基準額 対象経費 交付対象
支出予定額 事業費

　　　 5人槽 25基 （　  78 人分） 8,800 18,200 8,800

 6～ 7人槽 40基 （　  124人分） 17,640 36,040 17,640

 8～10人槽 10基 （　 　31人分） 5,880 12,690 5,880

11～20人槽 基 （　　　　人分）

21～30人槽 基 （　　　　人分）

31～50人槽 基 （　　　　人分）

51人槽以上 基 （　　　　人分）

改築 基

計画策定調査費

合計 75基 （　　233人分） 32,320 66,930 32,320

（改築を除く）

施設概要（浄化槽系）

交付対象基数
（　　　　　　人分）

長沼町

浄化槽設備整備事業

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を設置した設置
者に補助金を交付する。

　　　　令和２年度　～　令和６年度

■浄化槽設置整備事業実施要綱(H21.5.29)より第３事業の内容(１)事業の対象となる地域

ア　下水道法第４条第１項の認可又は同法第２５条の３第１項の認可を受けた事業計画に
    定められた予定処理区域(「下水道事業」)以外の地域
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集
計

表

区
分

基
数

交
付
対
象
事
業

費
対

象
経

費
支

出
予

定
額

区
分

基
数

交
付
対
象
事
業
費

対
象
経
費
支
出
予
定
額

5
人

槽
2
5
基

8
8
0
0
千

円
1
8
2
0
0
千

円
5
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

6
～

7
人

槽
4
0
基

1
7
6
4
0
千

円
3
6
0
4
0
千

円
6
～

7
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

8
～

1
0
人

槽
1
0
基

5
8
8
0
千

円
1
2
6
9
0
千

円
8
～

1
0
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

1
1
～

2
0
人

槽
0
基

0
千

円
0
千

円
1
1
～

1
5
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

2
1
～

3
0
人

槽
0
基

0
千

円
0
千

円
1
6
～

2
0
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

3
1
～

5
0
人

槽
0
基

0
千

円
0
千

円
2
1
～

2
5
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

5
1
人

槽
以

上
0
基

0
千

円
0
千

円
2
6
～

3
0
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

3
1
～

4
0
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

4
1
～

5
0
人

槽
0
基

0
千
円

0
千
円

5
1
人

槽
以

上
0
基

0
千
円

0
千
円

浄
化
槽
設
置
整
備

事
業

浄
化
槽
市
町
村
整
備
推
進
事
業

循
環

型
社

会
形

成
推

進
地

域
計

画
　
内

訳
表

（
浄

化
槽

系
）

【
参
考
資
料
様
式
6
　
補
足
資
料
】
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浄化槽設置整備事業（新設）
○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 25

うち国費 うち県費 うち市町村費

2933千円 5867千円 9400千円 18200千円 18200千円 18200千円

人槽区分 6～7人槽

基数 40

うち国費 うち県費 うち市町村費

5880千円 11760千円 18400千円 36040千円 36040千円 36040千円

人槽区分 8～10人槽

基数 10

うち国費 うち県費 うち市町村費

1960千円 3920千円 10730千円 16610千円 16610千円 16610千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計8800千円

合計17640千円

合計0千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽25基、6～7人槽40基、8～10人槽
10基

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計5880千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管
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【参考資料様式６】

都道府県名 北海道

(1) 事業主体名

(2) 事業名称

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 18,108 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 千円

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】 （単位：千円）

区分 基準額 対象経費 交付対象
支出予定額 事業費

　　　 5人槽 3基 （　　　9人分） 1,056 1,056 1,056

 6～ 7人槽 28基 （　　 84人分） 12,348 12,348 12,348

 8～10人槽 8基 （　　 24人分） 4,704 4,704 4,704

11～20人槽 基 （　　　　人分）

21～30人槽 基 （　　　　人分）

31～50人槽 基 （　　　　人分）

51人槽以上 基 （　　　　人分）

改築 基

計画策定調査費

合計 39基 （　117人分） 18,108 18,108 18,108

（改築を除く）

施設概要（浄化槽系）

■浄化槽設置整備事業実施要綱(H21.5.29)より第３事業の内容(１)事業の対象となる地域

ア　下水道法第４条第１項の認可又は同法第２５条の３第１項の認可を受けた事業計画に
    定められた予定処理区域(「下水道事業」)以外の地域

交付対象基数
（　　　　　　人分）

　　　　令和２年度　～　令和６年度

南幌町

浄化槽設備整備事業

　 南幌町市街地区を中心として公共下水道の整備をし、供用されているが、下水
道対象区域外については、水質保全及び環境衛生などの観点から、生活雑排
水、汚水の処理が大きな課題であり、浄化槽整備を推進し水質保全を目的とす
る。
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浄化槽設置整備事業（新設）
○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 3

うち国費 うち県費 うち市町村費

352千円 704千円 0千円 1056千円 1056千円 1056千円

人槽区分 6～7人槽

基数 28

うち国費 うち県費 うち市町村費

4116千円 8232千円 0千円 12348千円 12348千円 12348千円

人槽区分 8～10人槽

基数 8

うち国費 うち県費 うち市町村費

1568千円 3136千円 0千円 4704千円 4704千円 4704千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計4704千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計1056千円

合計12348千円

合計0千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽3基、6～7人槽28基、8～10人槽8
基

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
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【参考資料様式６】

都道府県名 北海道

(1) 事業主体名

(2) 事業名称

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 19,825 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 19,825 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 千円

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】 （単位：千円）

区分 基準額 対象経費 交付対象
支出予定額 事業費

　　　 5人槽 25基 （　　100人分） 8,800 8,800 8,800

 6～ 7人槽 25基 （　　100人分） 11,025 11,025 11,025

 8～10人槽 基 （　　　　人分）

11～20人槽 基 （　　　　人分）

21～30人槽 基 （　　　　人分）

31～50人槽 基 （　　　　人分）

51人槽以上 基 （　　　　人分）

改築 基

計画策定調査費

合計 50基 （　　200人分） 19,825 19,825 19,825

（改築を除く）

施設概要（浄化槽系）

交付対象基数
（　　　　　　人分）

由仁町

浄化槽設備整備事業

行政区域内における農業集落排水事業区域を除く地域の生活排水による公共用
水域の水質汚濁を防止し、生活排水の保全及び公衆衛生の公共に寄与するた
め、合併浄化槽を設置しようとする者に対し、予算の範囲内で助成設置を講じ、そ
の促進を図ります。

　　　　令和２年度　～　令和６年度

■浄化槽設置整備事業実施要綱(H21.5.29)より第３事業の内容(１)事業の対象となる地域

ア　下水道法第４条第１項の認可又は同法第２５条の３第１項の認可を受けた事業計画に
    定められた予定処理区域(「下水道事業」)以外の地域
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浄化槽設置整備事業（新設）
○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 25

うち国費 うち県費 うち市町村費

2933千円 5867千円 0千円 8800千円 8800千円 8800千円

人槽区分 6～7人槽

基数 25

うち国費 うち県費 うち市町村費

3675千円 7350千円 0千円 11025千円 11025千円 11025千円

人槽区分 8～10人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円 0千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計8800千円

合計11025千円

合計0千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽25基、6～7人槽25基

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
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